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は じ め に
　児童虐待はこども家庭庁が最も重点的に取り組ん
でいる課題の 1つである。たとえば 2023年 12月
22日に発表された「こども大綱」においては、子
ども施策に関する「ライフステージを通した重要事
項」として、「児童虐待防止対策と社会的養護の推
進及びヤングケアラーへの支援」が挙げられている。
なかでも「児童虐待防止対策等の更なる強化」は、
もっとも紙幅を割かれている項目である。そこで
は「児童虐待は、こどもの心身に深い傷を残し、成
長した後においても様々な生きづらさにつながり得
るものであり、どのような背景や思想信条があって
も許されるものではない」「虐待は決して許される
ものではないが、あらゆる子育て当事者が無縁では
ないという認識の下、不適切な養育につながる可能
性のある家族の支援ニーズをキャッチし、こどもや
家庭の声を、当事者の文脈を尊重して受け止め、子
育ての困難や不安を分かち合うことで、子育てに困
難を感じる家庭、こどもの SOSをできる限り早期
に把握し、具体的な支援を行う必要がある」といっ

た認識の下、予期せぬ妊娠に悩む若年女性への支
援、児童相談所一時保護所の環境改善、子どもの意
見表明や子どもの権利擁護の実現、性被害を受けた
子どもを支援するための環境整備、支援者の専門性
の向上と現場の ITC化の推進といった、多岐にわ
たる施策が提案されている（こども家庭庁，2023: 

20–21）。
　このように児童虐待対策が重視される背景には、
今日の児童虐待が「過去最悪」の状況にあるという
社会の見方も関係しているだろう。たとえば 2020

年 10月 1日の読売新聞朝刊の社会面には、「コロ
ナ下の児童虐待，最悪ペース…上半期 1割増の 9

万 8814件」と題された記事が掲載されている。こ
の記事では、2020年 1月から 6月に全国の児童相
談所が対応した「虐待」が 98,814件であり、「過去
最悪だった 2018年（159,838件）を上回るペース」
であると報じられている。
　だが、このように児童虐待をめぐる状況を「最
悪」と表現するのはミスリーディングである。正
確には、2020年 1月から 6月の 98,814件、そして
2018年の 159,838件という数値は、「虐待」の件数
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ではなく児童相談所が対応した「虐待相談」の件数
である。換言するとこの数値は、「虐待が行われて
いた」と実際に認定された件数ではなく、「虐待な
のではないか」といった市民からの相談に児童相談
所が対応した件数なのである。そしてそうした相談
の大半は、「その程度が『軽度』や『虐待の危惧が
ある』と判断されるケースであり……近隣等からの
通報のなかには誤通報も多い」（山野，2006: 27）。
さらに後述する通り、児童虐待相談対応件数の増加
は大きく 2つの社会的要因によってもたらされて
いる。これらのことを踏まえると、児童虐待相談対
応件数を「児童虐待の件数」と読み替えることも、
「児童虐待相談対応件数」が増えていることをもっ
て「児童虐待が過去最悪の状況にある」と評するこ
とも、妥当ではない。
　児童虐待に対する取り組みの今後を考える上で
は、現状を適切に把握することが不可欠であり、児
童相談行政が依拠する思考方法それ自体の転換も必
要である。本稿はこの点について論じるものである。

1．児童虐待相談対応件数増加の背景

　まず全国の児童相談所における児童虐待相談対応
件数の推移を確認しておこう。この統計が開始され
た 1990年度の児童相談虐待対応件数は 1,101件で
あった。公表されている最新の数値である 2022年
度の速報値は、219,170件である。30年余りの間
に、200倍近くに上昇していることになる。たしか
に「児童相談所における児童虐待相談対応件数が急
増している」ことに間違いはないといえる。
　とりわけ増加が目立つのが心理的虐待についての

相談対応件数である。図‒1は、2008年度以降の児
童虐待相談対応件数を虐待種別で示したものである。
2008年度から 2022年度（速報値）の間、身体的虐
待が 16,343件から 51,679件、ネグレクトが 15,905

件から 35,556件、性的虐待が 1,324件から 2,451件、
そして心理的虐待が 9,092件から 129,484件へと推
移している。心理的虐待に関する相談への対応件数
の増加が、他の種別の虐待と比べてもひときわ大き
いことがわかるだろう。
　児童虐待相談対応件数の増加については、大きく
2つの社会的要因が指摘できる。第 1に、「児童虐
待」としてカウントされる対象となる行為の範囲が
拡大していることである。ひときわ増加が大きかっ
た心理的虐待を例にとると、警察を介した面前 DV

の通告が増加しており、たとえば 2021年次におい
ては 45,972件の面前 DVが通告されている（警察
庁 2022）。児童虐待相談対応件数は年度単位で報告
されているため単純な計算はできないものの、児
童相談所に通告された心理的虐待のうち、3分の 1

程度を面前 DVが占めていると推察できよう。面前
DVは 1990年代当時には「児童虐待」としては位
置づけられておらず、2004年の児童虐待防止法改
正で心理的虐待の 1つとして認定された。同様に
2013年には、『子ども虐待対応の手引き（平成 25

年 8月改正版）』において、「子どものきょうだいに
虐待を行うこと」が心理的虐待の 1つとして追加
されている。このように同じく「虐待」として計上
される数値に含まれる行為の範囲は、時代とともに
変化する。児童虐待相談対応件数の変化をそのまま
「児童虐待の状況の変化」とみなすことができない

出典：「令和 4年度福祉行政報告例」より筆者作成

図‒1　虐待種別児童相談対応件数の推移
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理由の 1つがこの点にある。
　第 2に、人々の児童虐待や子どもに対する見方
の変化も、児童虐待相談対応件数に影響する。「社
会問題の構築主義」の立場から児童虐待を研究した
内田良（2009）は、「安全と危険のパラドクス」と
いう概念を用いてこのことを説明している。内田
は、児童相談対応件数など児童虐待の「発見件数」
が増加している一方で、実際の「発生件数」は減少
していると主張する。その論拠は、虐待死や嬰児殺
の件数が増加していないことである。内田は、虐待
に対する関心が高まり、子どもの死亡が虐待死や嬰
児殺とみなされる蓋然性が高まっているにもかかわ
らずそれらの「発見件数」が伸びていないことこそ、
「発生件数」が減少していると推定できる根拠であ
ると主張する。その上で、児童虐待の「発生件数」
が減少しているにもかかわらず「発見件数」が増加
しているのは、子どもが「安全」な環境にいること
が当たり前になり、その心身の「傷」に対して社会
がセンシティブになったからこそ、逆説的に子ども
の「危険」が目立つようになったためであるからで
あると述べる。これが「安全と危険のパラドクス」
である。

2．虐待の「家族問題」への矮小化

　以上のように、児童相談所による虐待相談対応件
数が右肩上がりに増加しているのは、「児童虐待」
に含まれる行為の範囲の拡大や、人々の児童虐待や
子どもに対する見方の変化という、社会的要因によ
るものである。
　留意しておきたいのは、内田をはじめ、社会問題
の構築主義に立脚する児童虐待研究は、「児童虐待
は社会的に構築されたものであり、本当は存在し
ない」「社会的要因によるものだから児童虐待は問
題ではない」といった主張をすることを企図してい
るわけでは決してないということだ。たしかに、何
が「児童虐待」とみなされるかは社会や時代によっ
て異なる。社会において子どもの「安全」が自明な
ものになり、その「安全」とされる基準が高まれば
高まるほど、かつてはそのようにみなされなかった
行為が「児童虐待」と認定されるようになる。こう
したメカニズムが存在するのは事実だろう。一方、
「だからといって、（子どもへの：筆者追記）攻撃・
放置を免責する必要もない。攻撃・放置の発見件数
や発生率が減っているとしても、それでも攻撃・放
置を防ぎたいとの主張が認められるべきである。虐
待防止とは、そうした論法を取ったとしても、評

価されるに値する大切な活動である」（内田，2009: 

90）。
　社会問題の構築主義の立場からの児童虐待研究が
問題にしてきたのは、児童虐待が「社会の問題」か
ら「家族（特に母親）の問題」へと矮小化されるこ
とである。この点は、日本におけるこの領域の先駆
者である上野加代子による一連の研究が明確に示
している。上野（1996）においては、当時の日本
国内における児童虐待の問題の性格付けの特徴とし
て、経済的要因の色彩が薄められていることと、問
題の医療対象化との 2つが挙げられている。「つま
り、児童虐待は、経済的な色彩の強い問題というよ
りも、親自身が子ども時代に虐待を受けていたりし
て愛された経験が乏しいために未熟・攻撃的・依存
的である、といった個人の性格上の問題、また夫婦
の不和などによる家庭内での孤立といった家族関係
の問題と考えられており、カウンセリング治療や家
族療法で改善されうるようなニュアンスを持たせて
提示される傾向」（上野，1996: 113）にあったのだ。
このような提示に従うならば、児童虐待解決のため
に必要なのは、貧困対策などの社会福祉、社会保障
制度の整備ではなく、児童虐待が生じた家族それぞ
れの問題への個別的対応ということになってしまう。
　こうした矮小化は今日にも見られる問題である。
近年、「客観的」「科学的」で「エビデンスに基づく」
虐待防止のツールとして、リスクアセスメントが注
目されている。もちろん、特定の専門家の恣意的な
判断に基づいて児童虐待の判定がなされることは望
ましいことではない。その意味で、「客観的」「科学
的」で「エビデンスに基づく」虐待防止のツールが
必要であるという認識そのものが誤っているとは言
えない。問題はリスクアセスメント項目の作られ方
である。上野は大きく 2点指摘している。第 1に、
社会調査の通常の手続きに照らしたとき、リスク項
目を統計的に裏付けたとする調査研究の手続きが、
信頼性、妥当性、倫理基準などの面で、深刻な問題
を含んでいる点である（上野・野村，2003）。第 2

に、「夫婦と子どもからなる近代家族において、子
育ての責任を母親が担う」という、「子育て標準家
族像」のネガとしてリスクアセスメントが作成され
ていることである（上野，2022）。言い換えると、
母親による家族の形成、維持の失敗として児童虐待
を位置づける見方が、リスクアセスメントをはじめ
とする児童虐待防止施策によって強められているの
である。
　総じていうと、社会問題の構築主義の立場からの
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児童虐待研究は、児童虐待の社会問題化のプロセス
を可視化することで、そこに不当な偏向が含まれて
いないかを問い直してきたのである。その取り組み
から明らかにされたのは、規範化された特定の家族
像にもとづき、十分な根拠も伴わない形で家族（多
くは母親）のある属性を「虐待リスク」とみなし、
社会制度の不備の問題を「家族問題」へと矮小化す
る社会の姿であった。

3．社会的養護改革をめぐる課題

　児童虐待と密接に関連する領域に、社会的養護が
ある注 1）。社会的養護とは、「保護者のない児童や、
保護者に監護させることが適当でない児童を、公的
責任で社会的に養育し、保護するとともに、養育に
大きな困難を抱える家庭への支援を行うこと」であ
り、「こどもの最善の利益のために」と「社会全体
でこどもを育む」を理念として行われる（こども家
庭庁ウェブサイト）。かつての社会的養護は、「親が
いない子ども」を救済するシステムであったが、上
述した児童虐待への関心の高まりなどを受け、「被
虐待児を救済するシステム」という色合いが近年で
は強まっている（藤間，2017a）。
　児童虐待に対する問題関心が高まるなかで、社会
的養護のあり方についての議論も隆盛している。そ
れらにおいては、社会的養護を受ける子どもの権利
という観点から、子どもに自己決定権やアドボカ
シーを保障するとともに、子どもそれぞれのニーズ
に個別的に対応することで、その自立を支援するこ
とが目指されてきた。
　とりわけ近年強調されているのが、「社会的養護
の家庭化」である。社会的養護には、児童養護施設
や児童自立支援施設などの施設養護と、里親家庭や
ファミリーホームなどの家庭養護とがある。日本は
伝統的に社会的養護に占める施設養護の割合が高
く、そのことが問題とされてきた。施設養護の割合
の高さを問題視する議論自体は 1950年代から存在
したが、1990年代以降は、上述した子どもの権利
への関心の高まりから、社会的養護の環境を「家
庭」に近づけること（以下、「社会的養護の家庭化」）
が強く主張されている。「社会的養護の家庭化」は、
（1）家庭養護の割合を高めることと、（2）施設養護
の運営規模を「家庭」のように小さくすることとい
う、2つの側面からなる。
　「社会的養護の家庭化」が主張される背景には、
国際的な動向も関係している。2010年 4月、日本
政府は子どもの権利条約に関する第 3回報告書を

提出したが、それについて国連子どもの権利委員
会が同年 6月に提出した最終見解では、社会的養
護が施設養護に偏り、家庭的ケアを提供する基盤
が著しく欠如していると、日本の状況が批判され
た（United Nations Committee on the Rights of the 

Child 2010: Paragraph 52–3）。欧米の社会的養護で
は里親が主流であるとされたこと、同じく国連子ど
もの権利委員会から通告を受けたイタリアが 2009

年までに施設養護を全廃して家庭的養護に移行する
政策に着手し、成功したことなど、日本の施設養護
の割合の高さに対する国際社会からのプレッシャー
がこの時期に高まったといえる。
　このような国際社会の動きも受け、政府は家庭養
護推進に本格的に取り組んだ。2017年にはその結
実点の 1つともいえる「新しい社会的養育ビジョ
ン」が「新たな社会的養育の在り方に関する検討
会」注 2）により発表された。そこでは 2011年の「社
会的養護の課題と将来像」の全面的な見直しを踏ま
えた提言が展開されており、里親委託率について
も、「3歳未満はおおむね 5年以内に 75％以上」「3

歳以上の未就学児はおおむね 7年以内に 75%以上」
「学月以降はおおむね 10年以内を目途に 50％以上」
という、「工程で示された目標年限」（浅井，2018: 

3）が提示された。
　「家庭」を強調する形で社会的養護改革を論じる
ことの問題を、藤間公太（2017b）は 3つ指摘した。
第 1に、保護者、特に母親にケアの負担が集中す
る「家庭」のような環境において、ケアラーが直面
する困難が看過されてしまうことである。第 2に、
保護者の下で育つ子どもと社会的養護を受ける子ど
もとの間で、受けられるケアや教育のオプションを
めぐる格差が拡大するおそれがある点である。第 3

に、「少人数の大人で少人数の子どもをケアする」
というあり方が強調されるあまり、本来はより多様
でありうるケアのあり方を検討する視野が制限され
る点である。
　ここではさらに 2つの問題を指摘しておきたい。
1つ目の問題は、「社会的養護の家庭化」という主
張が、しばしば誤った現状認識のもとになされてい
ることだ。社会的養護の家庭化を主張する議論のな
かには「日本は国際的にみて、依然として里親最貧
国である」（開原編，2012）といったように、里親
委託率の低さだけが問題であるかのように語るもの
が少なくない。だが、この認識は正確ではない。上
村泰裕（2015）が明らかにしているように、実は
20歳未満総人口比でみたとき、日本は諸外国と比
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べて里親だけでなく施設で暮らす子どもの数も少な
いのだ。本来問題とすべきは「里親のなり手がいな
い」ことではなく、「施設と里親を含む社会的養護
全体が貧困なこと」なのである。
　もう 1つの問題は、「家庭」をモデルとすること
で、社会的養護を受ける子どもや、その子どもた
ちを支援する社会的養護の担い手たちを不当に貶
めてしまう危険があることである。「家庭」におけ
る子どものケアを「標準的なもの」「当たり前のも
の」として規範化することは、「家庭ではないとこ
ろ」における子どものケアを「非標準的なもの」「逸
脱的なもの」とみなすことに容易に転じうる。この
ように十分な根拠もなく「家庭」を理想化すること
は、社会的養護におけるケアを「理想的ではないも
の」「二流のもの」と貶めるとともに、そこで育つ
子どもたちを「逸脱的な存在」とする差別的なまな
ざしを生むことにつながりかねない。
　以上のように、社会的養護改革の論じられ方には
少なくない問題がある。なぜこのような形で議論が
進んでしまうのか。その背景には、日本の行政が依
拠する思考方法の問題があると考えられる。最後に
そのことを論じよう。

4．行政が依拠する思考の転換を

　行政が依拠する思考方法には、演繹的思考と帰
納的思考との 2つがある。この思考方法の区分は、
教育政策の問題点を指摘した苅谷剛彦（2020）に
よるものである。演繹的思考とは、抽象的な理想、
理論、概念を出発点とするものであり、そこで目指
される目標は「まだ見ぬ理想」となる。そうした「ま
だ見ぬ理想」を「上から現場に下ろす」形で政策が
組み立てられるため、効果検証やそれを踏まえた改
善という発想は乏しい。これに対し帰納的思考と
は、過去の経験（＝政策及びその帰結）の検証にも
とづいて政策を構想するため、そこで打ち出される
政策は実績への自信に裏付けられたものとなる。
　児童虐待や社会的養護について、これまでの日本
の行政は演繹的思考にもとづいて展開してきたと評
価せざるを得ない。たとえば藤間（2020a）は児童
相談所の課題として、記録様式が統一されていない
ことと、政策をめぐる動きの現場への周知が不十分
であることを挙げている。様式が統一されていなけ
れば、同じ水準で全国から情報を集めることはでき
ない。そして周知の不徹底さは、プロセスもわから
ないまま、まさに「上から」政策が下りてくる感覚
を現場に与え、場合によっては混乱の原因となるで

あろう。
　前述の「社会的養護の家庭化」についても、「家
庭的な環境」で育つことの意義について十分な根拠
が提示されているわけではない。ここでいう根拠と
はたとえば、家庭養護出身者と施設養護出身者との
それぞれを対象に、現在の暮らし向きや身体の健
康、メンタルヘルスの状態などに関する調査を行
い、結果を比較することなどを指すが、筆者の知る
限りそうした試みは体系的には行われていない。ま
た、そもそも「家庭」とは何を指すのかについて
も、曖昧なまま議論が進んでいる。2000年代以降
の社会的養護政策に関する資料を分析した野崎祐
人（2023）は、「家庭的」という概念を定義しよう
とする際に、逆にその定義の困難性が顕在化する状
況がみられることを指摘している。「新たな社会的
養育の在り方に関する検討会」の議事録を分析した
藤間（近刊 b）も、「結局何のために『家庭』が要
請されるのか」という点が明確にはなされないまま
家庭養護推進の議論が展開されていたことを指摘し
ている。このことに鑑みると、「社会的養護の家庭
化」という主張は、「家庭は理想的なケア環境であ
る」といった規範的想定の下に、十分な根拠なく展
開されていると評価せざるを得ない。
　児童虐待対策にしても社会的養護改革にしても、
丁寧な実態の把握や過去の政策、ケースの検証にも
とづき議論を行うことが、いま最も必要とされる
課題の 1つであろう。もちろんそうしたことが全
くなされてこなかったというわけではない。社会福
祉学や子ども家庭福祉学の領域では、特定の児童虐
待ケースや、社会的養護の現場における取り組みに
ついて、豊富な事例研究が蓄積されてきた。それら
の実践的意義は大きい。また国も、児童虐待による
死亡事例について、委員会を組織して検証を行って
いる。だがその一方で、数量データを用いて現状を
俯瞰的に把握したり、虐待をはじめとする養育困難
の背景要因について分析したりする試みはほとんど
なされていない。また、児童虐待の過去のケースの
記録を用いて分析する試みも、藤間・余田（2019）
や遠藤久夫ほか監修（2020）などの一部を除いて、
十分な蓄積はなされていない注 3）。
　行政が依拠する思考を転換していく上では、「家
族、家庭におけるケアは望ましいものだ」という規
範を相対化していくことも必要である。日本は家族
主義注 4）が強い社会であり、家族や家庭を理想化
する言説は無批判に受け入れられやすい（藤間，
2020b）。だが、現実には家族や家庭は盤石ではな

04　計画行政47-2　特集論説03　藤間先生　4校++.indd   19 2024/04/22   15:32:30



計画行政 47(2), 202420　児童虐待に対する取り組みをめぐる課題

いし、家族や家庭にケアの責任が集約されているか
らこそ、児童虐待などの困難が生じていると考えら
れる。家族や家庭を無批判に「善きもの」とみなす
のではなく、実態の把握と過去の経験の検討にもと
づき、帰納的に今後の施策を考えていく姿勢が、児
童虐待に対する取り組みや支援をより適切なものと
するために強く求められるだろう。

―注―
注 1）  本節の内容については藤間（2017a，b，および近

刊 a）でより詳細に論じている。
注 2）  厚生労働省によって組織され、現場経験者や研究

者といった「有識者」と厚生労働省の担当者とい
うメンバーから構成された検討会である。

注 3）  1945年～ 2023年の間に刊行された児童虐待にか
かる文献の内容を検討した泉田（2023）によると、
対象となった 2,274件のうち、児童相談所のケー
ス記録の内容、およびそれが転記されたものを情
報源とした論文はわずか 15件程度であった。

注 4）  ここでいう家族主義とは「福祉にかかる最大の義
務を家族に割り当て、そうした割り当てを『善き
もの』として規範化する社会の構造」（藤間，2023: 

21）を意味する。
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